
○大分市介護サービス事業者の指定等に関する規則 

令和６年３月２６日 

規則第１５号 

大分市指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サ

ービス事業者及び介護保険施設の指定等に関する規則（平成２４年大分市規則

第３３号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」

という。）に定めるもののほか、介護サービス事業者の指定等に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 指定居宅サービス事業者 法第４１条第１項に規定する指定居宅サー

ビス事業者をいう。 

(2) 指定地域密着型サービス事業者 法第４２条の２第１項に規定する指

定地域密着型サービス事業者をいう。 

(3) 指定居宅介護支援事業者 法第４６条第１項に規定する指定居宅介護

支援事業者をいう。 



(4) 指定介護老人福祉施設 法第４８条第１項第１号に規定する指定介護

老人福祉施設をいう。 

(5) 介護老人保健施設 法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設を

いう。 

(6) 介護医療院 法第８条第２９項に規定する介護医療院をいう。 

(7) 指定介護予防サービス事業者 法第５３条第１項に規定する指定介護

予防サービス事業者をいう。 

(8) 指定地域密着型介護予防サービス事業者 法第５４条の２第１項に規

定する指定地域密着型介護予防サービス事業者をいう。 

(9) 指定介護予防支援事業者 法第５８条第１項に規定する指定介護予防

支援事業者をいう。 

(10) 指定事業者 法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事業者を

いう。 

(11) 介護サービス事業者 第１号から第３号まで及び第７号から第１０号

までに掲げる事業者並びに第４号から第６号までに掲げる施設の開設者を

いう。 

（指定等の申請等） 

第３条 法第７０条第１項、第７８条の２第１項、第７９条第１項、第８６条

第１項、第１１５条の２第１項、第１１５条の１２第１項、第１１５条の２

２第１項若しくは第１１５条の４５の５第１項の規定による指定居宅サービ



ス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定

介護老人福祉施設、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防

サービス事業者、指定介護予防支援事業者若しくは指定事業者の指定（以下

この条において「指定」という。）又は法第９４条第１項若しくは第１０７

条第１項の規定による介護老人保健施設若しくは介護医療院の開設許可（以

下この条において「許可」という。）を受けようとする者は、指定又は許可

の申請について厚生労働大臣が定める様式に、省令に規定する書類を添えて

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、指定又は許可をしたときは、

介護サービス事業者指定（許可）通知書（様式第１号）により当該申請をし

た者に通知するものとする。 

３ 市長は、指定又は許可を受けた者に対し、当該通知書を当該指定又は許可

に係る事業所又は施設の見やすい場所に掲示することを求めるものとする。 

（特例に係る別段の申出） 

第４条 法第７１条第１項ただし書又は法第７２条第１項ただし書（法第１１

５条の１１において準用する場合を含む。）の規定により、別段の申出をし

ようとする者は、当該申出について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出

しなければならない。 

（指定等の更新の申請等） 

第５条 法第７０条の２第１項（第７８条の１２、第１１５条の１１、第１１



５条の２１又は第１１５条の３１において準用する場合を含む。）、第７９

条の２第１項、第８６条の２第１項若しくは第１１５条の４５の６第１項の

規定による指定の更新（以下この条において「指定の更新」という。）又は

法第９４条の２第１項若しくは第１０８条第１項の規定による許可の更新

（以下この条において「許可の更新」という。）を受けようとする者は、指

定の更新又は許可の更新の申請について厚生労働大臣が定める様式に、省令

に規定する書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、指定の更新又は許可の更新を

したときは、介護サービス事業者指定（許可）更新通知書（様式第２号）に

より当該申請をした者に通知するものとする。 

３ 市長は、指定の更新又は許可の更新を受けた者に対し、当該通知書を当該

指定の更新又は許可の更新に係る事業所又は施設の見やすい場所に掲示する

ことを求めるものとする。 

（指定居宅サービス事業者の指定の変更申請等） 

第６条 法第７０条の３第１項の規定により、指定居宅サービス事業者（法第

８条第１１項に規定する特定施設入居者生活介護の事業を行う者に限る。）

の指定の変更（以下この条において「指定の変更」という。）を受けようと

する者は、指定の変更の申請について厚生労働大臣が定める様式に、省令に

規定する書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、指定の変更をしたときは、特



定施設入居者生活介護指定変更通知書（様式第３号）により当該申請をした

者に通知するものとする。 

（変更等の届出） 

第７条 法第７５条第１項、第７８条の５第１項、第８２条第１項、第８９条、

第９９条第１項、第１１３条第１項、第１１５条の５第１項、第１１５条の

１５第１項、第１１５条の２５第１項又は省令第１４０条の６２の３第２項

第４号の規定による変更の届出をしようとする者は、当該届出について厚生

労働大臣が定める様式を市長に提出しなければならない。 

２ 法第７５条第１項、第７８条の５第１項、第８２条第１項、第９９条第１

項、第１１３条第１項、第１１５条の５第１項、第１１５条の１５第１項、

第１１５条の２５第１項又は省令第１４０条の６２の３第２項第５号の規定

により、休止した事業又は施設の再開の届出をしようとする者は、当該届出

について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出しなければならない。 

３ 法第７５条第２項、第７８条の５第２項、第８２条第２項、第９９条第２

項、第１１３条第２項、第１１５条の５第２項、第１１５条の１５第２項、

第１１５条の２５第２項又は省令第１４０条の６２の３第２項第６号の規定

により、事業又は施設の廃止又は休止の届出をしようとする者は、当該届出

について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出しなければならない。 

（指定の辞退） 

第８条 法第７８条の８又は法第９１条の規定により、指定の辞退の届出をし



ようとする者は、当該届出について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出

しなければならない。 

（介護老人保健施設又は介護医療院の変更の許可申請等） 

第９条 法第９４条第２項又は法第１０７条第２項の規定による変更の許可

（以下この条において「変更の許可」という。）を受けようとする者は、変

更の許可の申請について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、変更の許可をしたときは、介

護老人保健施設・介護医療院開設許可事項変更通知書（様式第４号）により

当該申請をした者に通知するものとする。 

（介護老人保健施設又は介護医療院の管理者の承認申請等） 

第１０条 法第９５条第１項若しくは第２項又は法第１０９条第１項若しくは

第２項の規定により、介護老人保健施設又は介護医療院の管理者の承認（以

下この条において「管理者の承認」という。）を受けようとする者は、管理

者の承認の申請について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、管理者の承認をしたときは、

介護老人保健施設・介護医療院管理者承認通知書（様式第５号）により当該

申請をした者に通知するものとする。 

（介護老人保健施設又は介護医療院の広告の許可申請等） 



第１１条 法第９８条第１項第４号又は法第１１２条第１項第４号の規定によ

り、介護老人保健施設又は介護医療院の広告の許可（以下この条において「広

告の許可」という。）を受けようとする者は、広告の許可の申請について厚

生労働大臣が定める様式を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、広告の許可をしたときは、介

護老人保健施設・介護医療院広告事項許可通知書（様式第６号）により当該

申請をした者に通知するものとする。 

（指定介護予防支援の委託の届出） 

第１２条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定によ

る指定介護予防支援の一部を指定居宅介護支援事業者への委託をしようとす

るときは、当該委託の届出について厚生労働大臣が定める様式を市長に提出

しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、省令第１４０条の３５第１項に掲げる事項を

変更しようとするときは、当該変更の届出について厚生労働大臣が定める様

式を市長に提出しなければならない。 

（指定等に係る情報の提供） 

第１３条 市長は、第３条から第５条まで及び第７条から前条までの指定若し

くは許可又は届出若しくは申出の受理（以下この条において「指定等」とい

う。）をしたときは、国、都道府県、市町村、国民健康保険団体連合会その

他の関係機関に対して、当該指定等に係る事業所又は施設に関する情報を提



供することができる。 

（公示） 

第１４条 法第７８条、第７８条の１１、第８５条、第９３条、第１０４条の

２、第１１４条の７、第１１５条の１０、第１１５条の２０又は第１１５条

の３０の規定による公示は、省令第１３１条の２、第１３１条の１４、第１

３３条の２、第１３５条の２、第１３７条の２、第１４０条の２の３、第１

４０条の２３、第１４０条の３１又は第１４０条の３８に規定する事項のほ

か、次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 指定の辞退又は指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力の停止の

年月日 

（業務管理体制の届出） 

第１５条 介護サービス事業者（指定事業者を除く。次条及び第１７条におい

て同じ。）は、法第１１５条の３２第２項又は第４項の規定による届出をし

ようとするときは、介護保険法第１１５条の３２第２項（整備）又は第４項

（区分の変更）の規定に基づく業務管理体制に係る届出書（様式第７号）を

市長に提出しなければならない。 

（業務管理体制に係る変更の届出） 

第１６条 介護サービス事業者は、法第１１５条の３２第３項の規定による届



出をしようとするときは、介護保険法第１１５条の３２第３項の規定に基づ

く業務管理体制に係る届出書（届出事項の変更）（様式第８号）を市長に提

出しなければならない。 

（業務管理体制に係る電子申請による届出） 

第１７条 介護サービス事業者は、前２条の届出について、業務管理体制の整

備に関する届出システム（以下「届出システム」という。）を使用した電子

申請による届出を行う場合にあっては、前２条の規定にかかわらず、届出シ

ステムに直接必要事項を入力するものとする。 

（業務管理体制に係る情報の提供） 

第１８条 市長は、前３条の規定による届出に関し、国及び都道府県に対して、

当該届出に係る情報を提供することができる。 

（委任） 

第１９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（大分市指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定介護予防支援事業者の指定等に関する規則の廃止） 

２ 大分市指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定介護予防支援事業者の指定等に関する規則（平成１８年大分



市規則第３０号）は、廃止する。 

（大分市指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防

サービス事業者及び介護保険施設の指定等に関する規則の全部改正に伴う経

過措置） 

３ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの規則による改正

前の大分市指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予

防サービス事業者及び介護保険施設の指定等に関する規則の規定に基づきな

された申請、届出その他の行為は、施行日以後においては、この規則に基づ

きなされた申請、届出その他の行為とみなす。 

（大分市指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定介護予防支援事業者の指定等に関する規則の廃止に伴う経過

措置） 

４ 施行日前に附則第２項の規定による廃止前の大分市指定地域密着型サービ

ス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防支援事

業者の指定等に関する規則の規定に基づきなされた申請、届出その他の行為

は、施行日以後においては、この規則に基づきなされた申請、届出その他の

行為とみなす。 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

様式第６号（第１１条関係） 

様式第７号（第１５条関係） 

様式第８号（第１６条関係） 

 


